
Thispaperoutlinestheelementsofaninnovativeapproachto

internationaldevelopmentsetupinthe1983・sthroughcoop-

erationbetweenthemunicipalcitiesofHollandandNicara-

gua.

Theimplementationofaprograminwhichareciprocalex-

changeofexperienceandknow-howwasrealizedwas,toa

largeextent,duetohowitoriginated.In1983thelocalneeds

ofthebeneficiariesinNicaraguawereanalyzedbyDutchvol-

unteersatthegrass-rootslevel.Furthermore,incollaboration

betweenthenongovernmentalorganizationsofthetwocoun-

triesandgainingfinancialsupportfromtheDutchMinistryof
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ForeignAffairs,theteamofpeoplemanagedtoconstructan

equalrelationshipintheexchangeofexpertiseandfinancial

assistance.

Theprocedureinwhichthisfairrelationshipwasdeveloped

maybedescribedasfollows:

（1）Citiesinbothcountrieshavebeenlinkedas・twinning

cities,・thusencouragingactivitiesforinternationalex-

change.Consequently,two-thirdsofcitiesinHollandare

nowofficiallypairedwithcitiesinNicaragua.

（2）Theplanningandimplementationofinnovativepro-

jects,especiallyconcerning the environment,were con-

ductedincooperationbetweentheDutchandNicaraguan

people.Thisprocesshasraisedawarenessoftheconcept

thatbothdevelopinganddevelopedcountriesareequally

responsibleforsavingtheenvironmentoftheworld.

（3）・Thirdworldshops・wereopenedinHolland,facilitat-

ingtheaboveideafurther.

（4）Technicalassistancewasofferedcateringforthereal

needsofthepeopleofNicaragua.Subsequently,thebenefi-

ciariesofsuchassistancewereopentotheideaofofferingin-

formationinordertoworkcollaborativelyonanequallevel

astheproviders.Thus,thepeopleofNicaraguabecamethe

・givers／providers・ofinformationandcooperativeworkin

ordertomaterializetechnicalassistanceinthebestpossible

circumstances.

Thispaperdescribestheuniqueprocessinwhichlocalgov-

ernmentsinHollandimplementedtheprovisionofsupport

fromabottom-upprocess,breakingawayfromthetraditional

top-downapproachtoofficialdevelopmentassistance.

はじめに

ここに述べる開発協力は、両国それぞれの自治体、ならびに非政府組織

（NGO）という４者が、立案の段階から参加する仕組みによって、実施さ

れている。筆者は過去20年にわたって、NGOによる国際協力に関わって
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きたが、ニカラグアにおける活動経験はなく、今後この地域での活動に参

加する予定も今のところない。にもかかわらず、表題についてここにノー

トを記す理由は、以下のとおりである。

開発協力型のNGOは、多くの場合緊急救援を契機として、その活動を

開始する。筆者の経験もその例外ではない。人間が引き起こす災害、或い

は自然災害、いずれの場合においても、危機が過ぎ復興協力も終わりに近

づくと、「現地の人々が、今後援助なしに生き続け、再び悲惨な状況を引

き起こさぬために、外国籍のNGOは何をなすべきか」という問題に直面

する。依存をつくらぬために、救援活動は最小限にとどめて、人々が自ら

に力をつけるための、「開発」という困難な仕事に取り組むことになる。

最初の難題は、極度の困窮状態にあって援助に頼らざるを得なかった人

たちが、自立への意欲をわき立たせることができるかどうか、主体性を引

きだしうるかどうかである。幸い人々が立ち上がりに成功しても、自らの

発案によるプログラムが描かれて、支援活動が発足する時点で、該当する

地方自治体との関係が壁となって立ちはだかることが多い。また二国間援

助や国連機関の支援をバックに自治体が実施する大型プロジェクトが、人々

の生活を圧迫する例もしばしば目にしてきた。

最近日本においても、NGO、自治体そして政府開発援助（ODA）の連

携が叫ばれ、少数だが実施例も見られるようになった。しかし連携の相手

は、相手国の自治体どまりであって、民衆に密着したNGOをも含む多様

なアクターが協力しつつ実施するケースは稀である。

また日本のODAでは、「途上国の現場におけるNGOなどの活動支援策」

として、「草の根無償資金協力」が行われているが、これも上記の問題解

決には直接繋がらない。

1997年11月、筆者は総理府の対外経済協力審議会委員の1人として、メ

キシコ、ニカラグアにおける日本のODA視察のため、32年ぶりに中米を

訪れる機会を与えられた。準備の段階で、「オランダ・ニカラグア連帯委

員会」の存在を知り、上記の問題解決の一助となる可能性に希望を抱いた

次第である。
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したがって本稿は、ニカラグアにおける開発そのものを論ずるためでは

なく、たまたまニカラグアを舞台に実施されている「２つの国の自治体と

NGOという４者が、立案の段階から対等に参加し、援助国のODAがこれ

を支援する国際協力の型」の1例として紹介するにとどめる。

首都マナグアでは、「オランダ・ニカラグア連帯委員会」の事務所を訪

問し、代表のオプダム氏らと意見交換を行ったが、現場視察や実施プログ

ラムの評価は今回不可能であった。今後現地のNGOを通してフォローし

たいと考えている。

Ⅰ．オランダの自治体が国際協力に参加するまでの経緯

従来、政府とNGOによって行われていた国際協力が、1960年代に起こっ

た「第三世界運動」（南北間の不公正を取り除き、第三世界の人々を支援しよう

とする市民運動）の展開とともに、地方自治体の参加が始まり、しだいに

増加していった。

1972年、途上国への資金援助を行おうとする自治体の決定を、オランダ

政府が退けると、自治体の連合組織である「オランダ地方自治体協会

（VNG）」は、「市民の援助運動の高揚のためにも不可欠である」と主張し

て、自治体の国際協力活動を政府に法的に認めさせ、支援制度をつくるこ

とに成功した。

Ⅱ．なぜ自治体による国際協力なのか

西暦2000年には世界人口の70％が都市に住み、途上国においては貧困層

の90％が都市に、それも首都に集中することが予想される。

分権化の進む欧米では、オランダに限らずNGOがインディペンデント

セクターとして、国際協力における社会的地位を確立している一方、自治

体も地域の目的や全体の役割分担の中で、独自の国際協力政策を展開する

ことが一般的となった。
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1995年にハーグで行われた国際自治体連合（IULA）世界大会で、国際協

力の分野に地方自治体が関与することの是非について議論した結果、これ

を指示することが明確となり、オランダ自治体の経験が正当化されたが、

その議論の内容は以下のとおりである。

1）地域コミュニティーの相互依存

2）知識と経験の交換により、民主化と人口集中回避の過程を強化する

3）相互に連携する地域、同僚同士間のアプローチ、具体的で小規模の

さまざまなプロジェクトなどが、二国間援助に付加価値を上乗せす

る。

Ⅲ．最近の傾向としてのNEWSプロジェクト

NEWSとは、NorthEastWestSouthの略で、オランダ、ニカラグアに

加えて、東ヨーロッパの自治体が関与する三極協力プログラムを指す（日

本で称する南・南協力に相当する）。オランダからニカラグアへ直接移転する

よりも、東ヨーロッパからニカラグアへのほうが、技術レベルの格差が少

ないことに加えて、ニカラグアの自治体職員には、かつてのソ連で学んだ

人たちが多数いるため、ロシア語が共通言語になるという利点がある。

初めはチェコ、スロヴァック共和国、オランダとニカラグア間で1992年

に開始された。以来ニカラグアにおいて８つの三極連携ができあがり、20

を超えるプロジェクトが実施されている。

Ⅳ．事例紹介 レオン市 ユトレヒト市の場合

1．両市の概要

レオン市は西部に位置するニカラグア第2の都市で、1524年にスペイン

人によってつくられ、19世紀においては、進歩派の中心地であった。15万

の人口を擁し、周辺の農業地域にとっての交通ならびに綿花貿易の中心地。
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工業は家具や皮革製造業など少数に限られる。1812年に設立されたニカラ

グア国立大学と1812年に建造された中米一の大教会がある。

ユトレヒト市はオランダ中部に位置する人口30万の第4の都市、商業、

製造業、金融そして交通の中心地である。市の財政はまた、観光と建設業

によっても支えられている。州立大学、芸術大学、公文書館がある。

2．プロジェクト開始にいたる経緯

両市の提携は市民ボランティアによって始められた。1980年代のニカラ

グアは内戦状態にあった。革命政府に反対する反政府運動をアメリカ政府

が支持したことへの反発から、ヨーロッパでは強力なニカラグア支援運動

が起きた。当時レオン市で活動していたユトレヒト市民のボランティアは、

自分たちの活動をユトレヒト市が認めれば、より多くの市民の関心がニカ

ラグアに向かうのではないかと考えて、市議会やコミュニティーに働きか

けた。市長や市議会は初め消極的であったが、市民および一部の市議会議

員・自治体職員の熱心な説得によって、レオン市への支援活動を市がサポー

トすることが市議会で承認された。

3．事務所体制

この時点でユトレヒト市は担当コーディネーターを設置、市民側は財団

を組織してユトレヒト レオン財団（ULF）と名付けて、両者の役割を次

のように明確にした。

ユトレヒト市：自らの保有する専門的な技術や、人材とノウハウを活か

した技術協力、およびレオン市の自治体強化。

ULF：両市のNGOやCBO（communitybasedorganization）を通して、

市民の意識啓発を行う。

地域の人々にとって欠くことのできない条件（BHN）は何か

を市民自身が洗い出し、それを充足させるために、プロジェク

トの立案に必要なデータを収集すること。

すべてのプロジェクトについて、女性の地位向上に結びつけ

192



ることに、特に留意する。

両市間のコーディネーターに、当初からこの件に関与してい

たレオン市在住のオランダ女性を選出した。

4．業務の展開

ULFは市役所の1室に事務所を開き、専従職員と現地コーディネーター

の人件費やその他の事務所経費は、市が支出している。当事務所では市の

職員とULFのスタッフ、ボランティアがともに就業している。両者は日

常的に議論のできる関係にある。情報は共有され、政策決定や事業評価に

も双方の意見が反映される。

市職員の主な仕事は、政策立案と事業評価の文章化、関係団体（レオン

市、ULF、議会専門家を派遣する市の担当局など）との調整、広報、予算の獲

得と執行である（1995年度の事業費は約5,000万円、4,000万円はオランダ政府と

国連機関からの助成金）。

NEWSプロジェクトとしては、チェコのブルノー市と提携して、西の

資金を利用して東の技術を南へ移転する試みを実施している。

5．プロジェクトの例

1990年以前 苗木植林、自助努力型住宅供給、下水道事業

1990年以降 ＊短期事業：伝染病予防対策、慢性病対策（NEWS）、

財務オートメーション化、公立図書館への図書供給、

自治体による女性政策の推進

＊長期事業：熱帯果実栽培、チキート川の環境浄化、

都市と農村における町づくりマスタープラン（オランダ

政府からの特別補助金による）

6．予算の内訳

1995年度の総額 5,000万円

内訳 ＊ユトレヒト レオン間の協力 3,500万円
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その内 オランダ政府拠出 2,200万円

＊ユトレヒト ブルノー間の協力 700万円

＊民間連帯グループへの補助金 400万円

（ユトレヒト市がこの提携を継続する理由の1つには、この事業が国内のみならず、

国際的にも評価が高いため、市の予算から支出する1,000万円〔職員の給与を除く〕

の4倍の補助金を、国や国際機関から得ることに成功していることが挙げられる）。

Ⅴ．プロジェクトの特徴

1．小さく始めるボトムアップ方式

ユトレヒト市民の一ボランティアが、レオン市で始めた住宅建設プロジェ

クトから協力を開始、そこから生まれた両市の話し合いにより、環境、保

健、衛生、情報処理、そして市のマスタープランへと、しだいに活動の分

野を拡大させたこと。

2．自助努力の促進

10年後の1993年にはプロジェクトの運営が、ユトレヒト市の手を離れ、

レオン市と住民組織に委ねられた。女性の分野においては、NGOを設立

しそこに運営を任せて支援側に回ったこと、などに自助努力重視が見られ

る。

3．対等なパートナーシップ

協力のメリットはレオン市側に多くあると言えるが、ユトレヒト側が学

ぶこと、例えば市民に対する開発教育への情報受信などがあり、双方は常

に対等な関係を保ち、問題は両市で解決する姿勢をとっているのみならず、

毎年行われる評価にも双方が対等に関与する。事業を継続するためには、

4年毎に議会の承認を得る必要があるが、現在まで高い評価を受けつつ、

双方によって承認され継続中である。

194



4．多様なアクターによる協力とネットワーク

先進国と途上国のNGO、市民、両国政府、国際機関、友好関係にある

欧米の自治体とNGO、連帯委員会などが参加して広範なネットワークを

形成しているため、資金集め、低コストで多様なノウハウを持つ人材への

アクセスに加えて、そのプロジェクトには幾重ものチェック機能が働いて

いる。

Ⅵ．参考としての、日本におけるODA NGO 自治体の連携

1．NGO ODAプロジェクト

フィリピン 「家族計画・母子保健」（AMDA、筑波大学社会医学部と

ODA）

ザンビア 「首都ルサカのプライマリー・ヘルス・ケアー」（AMDA、

岡山大学医学部とODA）

ネパール 「母子保健」（日本医師会とODA）

ヴィエトナム 「リプロダクティブ・ヘルス」 （財団法人家族計画

国際協力財団〔JOICFP〕とODA）

インドネシア 「低所得層対策」（からいも交流財団とODA）

2．NGO ODA研修員受け入れ

「一般農業コース」（OISCAInternationalとODA）

「環境・開発・女性セミナー」、「女性の地位向上のための行政官セミナー」

（アジア女性交流研究フォーラムとODA）

「家族計画組織活動セミナー」、「家族計画指導者セミナー」（JOICFPと

ODA）
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3．自治体 ODAプロジェクト

ネパール 「公衆衛生］（埼玉県とODA）

モンゴル 「母子保健」（千葉県とODA）

ボリビア 「サンタクルス地方公衆衛生向上」（沖縄県とODA）

モンゴル 「稲作技術協力」（青森県車力村とODA）

ブータン 「紙漉き技術協力」（島根県三隅村とODA）

中国大連市 「環境モデル地区整備計画調査」（北九州市とODA）

中国重慶市 「中国西南地区大気汚染・酸性雨対策」（広島市とODA）

上記のいずれの場合も相手国の自治体やNGOを、対等なアクターと

して連携を結ぶには、至っていない。

Ⅶ．NGO自治体国際協力推進会議について

1996年4月に、地域からの国際協力のための自治体とNGO・市民との

連携を目指す緩やかなネットワーク組織として自治体国際協力推進会議が

誕生した。調査研究、IULAハーグ総会への参加、シンポジウム開催、そ

して政策提言を行っている。事務局は日本国際ボランティアセンター

（JVC）内に置かれている。
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